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2005 年 10 月 1 日を基準日として実施された国勢調査によって把握された
東京都特別区部および各政令指定都市1）に居住する住民は約 3050 万人（外









の状況を，2005 年 10 月現在の性別年齢別人口データを中心に考察すること
である。以下では両データの相違が特に大きいと推測される東京都特別区部
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表 1－2 は，1975 年以降の国勢調査における全国についての「世帯の種類
不詳」・「年齢不詳」該当数の推移を示したものである。「世帯の種類不詳」・
「年齢不詳」の比率は表 1－1 でみた未回収率と比べれば大きなものではない
が，1995 年調査・2000 年調査を除けば概ね増加傾向にあり，2005 年調査で








1975 年 ― 4.6 3.1 1.5
1980 年 ― 7.1 4.9 2.3
1985 年 3.1 4.1 2.7 1.4
1990 年 26.1 32.6 32.3 10.4
1995 年 10.7 13.1 8.9 4.2
2000 年 17.9 22.9 14.8 8.0
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該当者数の方が女性よりも



























地域 総数 男性 女性
全国 1） 0.38 0.47 0.29
市部 0.43 0.53 0.33
15 大都市 2） 0.95 1.14 0.77
東京都区部 1.62 1.88 1.37
練馬区 7.03 7.90 6.17
豊島区 6.96 7.81 6.11
目黒区 5.80 6.30 5.35
板橋区 2.92 4.05 1.77
世田谷区 2.48 2.71 2.27
東京都三鷹市 5.79 7.19 4.39
東京都小金井市 2.70 3.32 2.06
東京都国分寺市 2.01 2.19 1.83
千葉市中央区 2.06 2.22 1.89
横浜市中区 2.31 3.20 1.34
横浜市西区 2.19 2.72 1.64
横浜市南区 2.40 2.94 1.87
名古屋市中区 7.12 8.21 6.12
名古屋市瑞穂区 3.00 3.93 2.12
名古屋市西区 3.75 5.00 2.52
愛知県蟹江町 2.33 2.95 1.72
京都市下京区 2.29 2.67 1.98
京都市右京区 3.09 3.44 2.77
大阪市西区 14.32 15.39 13.36
大阪市浪速区 5.26 6.58 3.89
大阪市生野区 3.12 3.50 2.78
大阪市北区 3.25 3.77 2.75
大阪府守口市 2.66 3.10 2.24
福岡市博多区 3.30 4.24 2.38
福岡市中央区 2.47 2.74 2.24
福岡県春日市 2.14 2.63 1.69
大分県杵築市 2.79 3.98 1.67
1）個別地域は「総数」の「年齢不詳」率が 2％以
上の市区町だけを掲げた。





















動状況をみてみよう。表 1－5 は，2000 年国勢調査から得られた「5 年前の
常住地が現住所である比率」を性別年齢層別に示したものである。5 年前か
ら現住所に住んでいた比率は全体と比べて 20 代～ 30 代の若年層において低





転入者 出生者 その他 計 転出者 死亡者 その他 計
1995 年度全国 5.3 0.9 0.1 6.3 5.3 0.7 0.1 6.1
2000 年度全国 4.9 0.9 0.1 5.9 4.9 0.7 0.1 5.8
2005 年度全国 4.5 0.8 0.1 5.5 4.5 0.8 0.1 5.5
15 大都市計 1） 6.7 0.9 0.1 7.7 6.3 0.8 0.1 7.2
東京都特別区部 7.5 0.8 0.2 8.5 6.7 0.8 0.2 7.6
1）東京都特別区部および 2005 年 10 月時点の政令指定都市。
（出所）国土地理協会（2006）
表 1－4　「住民基本台帳人口」の異動状況（対年度末総人口比率）
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この2000年国勢調査の次に実施された2005年国勢調査の調査項目には「常
住地移動」は含まれていなかった。しかし，2007 年 10 月に実施された就業








表 1－6 は，2009 年に実施された定額給付金のための申請書類送付作業時
の未到達率（市区町村が発送した書類が戻ってきた世帯の比率。同年 6 月
26 日現在）を都道府県別に示したものである。未到達率が 0.8％未満の道県




男 女 男 女
総　数 70.6 73.1 59.9 63.7
5 ～   9 歳 60.2 60.1 50.1 49.8
10 ～ 14 75.1 74.7 65.2 64.7
15 ～ 19 73.1 74.1 60.7 61.1
20 ～ 24 54.4 56.7 41.5 44.0
25 ～ 29 47.1 43.4 39.9 38.2
30 ～ 34 45.6 44.8 38.4 36.9
35 ～ 39 55.6 60.3 45.3 48.4
40 ～ 44 68.0 74.1 55.5 61.4
45 ～ 49 76.9 81.6 64.9 71.1
50 ～ 54 81.3 84.6 71.5 77.1
55 ～ 59 84.4 87.0 76.8 81.8
60 ～ 64 87.0 88.9 81.0 84.4
65 歳以上 89.5 87.5 83.8 84.3
（出所）総務省統計局（2001）
表 1-5　「5 年前の常住地が現住所である比率」(2000 年）





















東京都 6,565,276 90,492 1.38
神奈川県 4,017,864 49,099 1.22
岐阜県 791,551 9,574 1.21
大阪府 4,018,479 47,384 1.18
愛知県 3,072,361 34,248 1.11
京都府 1,157,384 12,439 1.07
福岡県 2,197,486 22,507 1.02
石川県 450,461 4,551 1.01
静岡県 1,511,100 15,156 1.00
三重県 766,813 7,060 0.92
滋賀県 530,374 4,805 0.91
（全国） 54,752,079 471,567 0.86
福井県 283,403 2,345 0.83
1）比率が 0.8％以上の都道府県だけを掲げた。
2）申請書は 4 月上旬までに 9 割の市区町村から発送された。
3）宛先不明等で戻ってきた未到達返却数 47.2 万通（再送付分を除く）のうち区分
判明分は , 日本人に係わるもの 23.3 万通、外国人に係わるもの 7.3 万通。
（出所）総務省自治行政局定額給付金室（2009）
表 1－6　定額給付金申請書の到達状況1）
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このような発送された郵便物が「宛先不明」となった比率が大都市所在地






人名簿にはその市区町村の住民基本台帳に 3 か月以上登録されている 20 歳
以上のものが登録されており，2008 年には全国規模の選挙が実施されなかっ











集計は，3 月末現在のものだけが総務省自治行政局によって 1994 年以降毎
年公表されている。都道府県による域内市区町村についての集計では 3 月末



















1）　政令指定都市は当時 14 市であった。2006 年 4 月には堺市が，2007 年 4 月には






4）　住民基本台帳法第 22 条は届出の期限を転入後 14 日以内としている。
5）　外国人の比率も高いが，最も高い東京都でも 3％未満（2005 年調査時）である。
6）　1995 年以降人口動態統計によって把握された住所地不詳の死亡者は毎年 2000 人
前後であり，前年以前に発生した出生（外国人を含む）は年間 1000 人～ 1500 人，
同じく死亡（同）は年間 1000 人前後である。
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家出人捜索願の受理件数は 2001 年～ 2005 年には毎年 9 ～ 10 万件であった。警
察庁（2006）









































男性総数 6204 6211 7 6226 6235 9
  0 ～   4 歳 305 302 -3 290 285 -5
  5 ～   9 306 308 2 302 304 2  
10 ～ 14 336 335 -1 308 308 0
15 ～ 19 384 383 -1 336 337 1
20 ～ 24 439 431 -8 387 375 -12
25 ～ 29 506 497 -9 434 420 -14
30 ～ 34 445 444 -1 496 493 -3
35 ～ 39 409 410 1 442 440 -2
40 ～ 44 391 392 1 407 407 0
45 ～ 49 447 447 0 388 387 -1
50 ～ 54 521 521 0 438 438 0
55 ～ 59 428 429 1 506 508 2
60 ～ 64 372 375 3 410 415 5
65 ～ 69 334 336 2 352 355 3
70 ～ 74 266 267 1 302 304 2
75 歳以上 315 319 4 428 429 1
女性総数 6489 6482 -7 6543 6542 -1
  0 ～   4 歳 289 288 -1 275 272 -3
  5 ～   9 291 294 3 287 289 2
10 ～ 14 319 319 0 294 293 -1
15 ～ 19 366 365 -1 320 319 -1
20 ～ 24 418 411 -7 369 360 -9
25 ～ 29 488 483 -5 415 408 -7
30 ～ 34 435 434 -1 485 482 -3
35 ～ 39 402 402 0 436 433 -3
40 ～ 44 388 388 0 403 402 -1
45 ～ 49 446 445 -1 387 386 -1
50 ～ 54 525 523 -2 441 441 0
55 ～ 59 444 444 0 517 518 1
60 ～ 64 397 399 2 437 439 2
65 ～ 69 375 375 0 389 389 0
70 ～ 74 323 323 0 359 360 1













別年齢別総数を比較する方法を利用する。表 2－1 は，2000 年・2005 年国勢
調査の把握数とそれぞれの前回調査の把握数に基づく「推計人口」を比較し
たものである1）。両データとも外国人を含む「総数」を比較した。2000 年調
査の把握数は 1995 年調査の把握数に基づく「推計人口」よりも 20 代におい
て男性では 17 万人，女性でも 12 万人少なくなっている。2005 年調査の把
握数も 2000 年調査の把握数に基づく「推計人口」よりも 20 代において男性
では 26 万人，女性でも 16 万人，30 代において男性では 5 万人，女性でも 6
万人少なくなっている。このような「推計人口」に対する下回りの主な要因
としては，5 年前の前回調査時には親の世帯に同居していた当時 10 代後半
から 30 代前半であった年齢層の一部が今回調査時には把握しにくい 1 人世
帯となったために生じたのではないかと考えられる。また，2005 年調査に
おける 20 代・30 代の「推計人口」に対する下回り幅は，2000 年調査と比べ










で 2005 年 12 月末現在の「在留外国人統計」と 2005 年 10 月に実施された国
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勢調査が把握した人口にその後の変動を増減して算出した 2006 年 1 月 1 日
現在の「推計人口」における「外国人」数を比較する。全国についての「推
計人口」は毎月算出されているが，国勢調査実施時点から経過期間が最も短
い 2005 年 12 月末を比較時点として選んだ。「推計人口」において「外国人」
数は直接示されていないので，「総人口」と「日本人人口」との差を代用した。
また「在留外国人統計」の 2005 年 12 月末現在と「推計人口」の 2006 年 1
月 1 日現在は実質的に同一時点とみなした。
表 2－2 にこの時点および 5 年前・9 年前の 2 時点について両統計が把握
した「外国人人口」を対比した3）4）。なお，1995 年 /1996 年の比較について
は 1996 年 1 月分の「推計人口」が入手できなかったので「在留外国人統計」
の 1996 年 12 月末分と「推計人口」の 1997 年 1 月分の比較で代用した。
2005 年末 /2006 年初についての比較の場合，「推計人口」による「外国人
人口」総数は「在留外国人統計」よりも男性では 23 万人少なく（前者は後
者の約 4 分の 3 に相当），女性でも 28 万人少ない（前者は後者の約 4 分の 3
に相当）。両者の差を年齢層別にみると，男女とも 20 代から 30 代において
大きくなっている。差が最も大きい年齢層は男女とも 20 代後半である（前











国外との移動などを加減して算出した翌年または翌々年 4 月 1 日現在の「日
























男性総数 70 54 80 60 93 70
  0 ～   4 歳 3 2 3 3 3 3
  5 ～   9 3 2 3 3 3 3
10 ～ 14 3 2 3 3 3 2
15 ～ 19 4 3 4 4 4 3
20 ～ 24 7 6 9 6 11 8
25 ～ 29 10 8 11 8 14 9
30 ～ 34 10 7 11 7 12 9
35 ～ 39 7 5 10 7 10 7
40 ～ 44 6 5 7 5 9 6
45 ～ 49 5 4 5 4 6 5
50 ～ 54 4 3 4 4 5 4
55 ～ 59 3 2 3 3 4 4
60 ～ 64 2 2 2 2 3 3
65 ～ 69 1 1 1 2 2 2
70 ～ 74 1 1 1 1 1 1
75 歳以上 2 1 2 2 1 1
女性総数 71 56 89 67 108 80
  0 ～   4 歳 3 3 3 3 3 3
  5 ～   9 3 2 3 2 3 2
10 ～ 14 3 3 3 3 3 2
15 ～ 19 4 3 4 4 4 4
20 ～ 24 8 6 11 7 15 10
25 ～ 29 12 9 14 10 16 11
30 ～ 34 10 8 14 10 15 10
35 ～ 39 7 6 10 8 13 10
40 ～ 44 6 4 7 5 10 8
45 ～ 49 4 3 5 4 7 6
50 ～ 54 3 2 4 4 5 4
55 ～ 59 3 2 3 2 4 3
60 ～ 64 2 1 2 2 3 3
65 ～ 69 1 2 2 1 2 2
70 ～ 74 1 1 1 1 1 1




2）各年 1 月 1 日時点の「推計総人口」と「推計日本人人口」の差を「推計外国人人口」
とみなした。
（出所）入管協会（1997，2001，2006）総務省統計局（2009b）
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本人推計人口」と 3 月末現在の「住民基本台帳人口」（男女別 5 歳階級別の
集計表）を，1997 年・2001 年・2006 年について比較する（表 2－3）。2000
年・2005 年国勢調査に基づく「日本人推計人口」については国勢調査実施
時点から経過期間が最も短い翌年 3 月末を比較時点として選んだ。1995 年
国勢調査に基づく「日本人推計人口」については 1996 年 4 月分が入手でき
なかったので，「住民基本台帳人口」の 1997 年 3 月末分と「日本人推計人口」
の 1997 年 4 月分の比較で代用した。
2006 年についての比較結果をみると，「日本人推計人口」が「住民基本台
帳人口」を男性では 10 代後半以外の 60 歳未満の全年齢層において下回って
おり，女性でも 40 歳未満の全年齢層において下回っている。特に男性の 20
（単位　％）
時点 2） 1997 年 2001 年 2006 年
年　齢 男性 女性 男性 女性 男性 女性
総　数 -0.6 -0.2 -0.6 -0.3 -0.9 -0.5
  0 ～   4 歳 -0.5 -0.7 -0.8 -0.5 -1.4 -1.2
  5 ～   9 -0.2 0.0 -0.7 -0.8 -0.6 -0.7
10 ～ 14 -0.2 -0.5 -0.3 -0.4 -0.7 -0.9
15 ～ 19 1.2 0.4 0.9 0.0 0.8 -0.3
20 ～ 24 0.0 -0.1 -0.4 -1.1 -1.6 -2.7
25 ～ 29 -2.5 -0.9 -2.7 -1.3 -4.3 -3.2
30 ～ 34 -1.7 -0.3 -2.2 -0.8 -3.3 -1.8
35 ～ 39 -1.0 -0.2 -1.5 -0.3 -2.7 -1.0
40 ～ 44 -0.9 -0.1 -1.0 -0.1 -1.4 -0.2
45 ～ 49 -1.1 -0.3 -1.1 -0.3 -1.1 0.0
50 ～ 54 -0.7 -0.2 -1.1 -0.3 -1.1 -0.1
55 ～ 59 -0.4 -0.3 -0.7 0.0 -0.9 0.0
60 ～ 64 -0.2 -0.5 0.1 0.3 0.2 0.4
65 ～ 69 0.4 -0.4 0.6 -0.1 1.0 0.5
70 ～ 74 0.2 0.0 1.1 0.0 1.5 0.4
75 ～ 79
0.0 0.7 1.9 0.7
2.1 0.5





2）「日本人推計人口」は各年 4 月 1 日現在。「住民基本台帳人口」は各年 3 月 31 日現在。
（出所）国土地理協会（2009）総務省統計局（2009b）
表 2－3　「日本人推計人口」と住民基本台帳人口の対比 1）
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代後半～ 30 代前半および女性の 20 代前半～ 30 代前半の年齢層において「日
本人推計人口」の下回り幅が大きい。とりわけ 20 代後半の男性では下回り
幅が 4％を超えている。逆に 60 代以上では男女とも「推計人口」が上回っ



















1）　1985 年調査・1990 年調査・1995 年調査の結果では前回調査結果に基づく「推計




3）　2005 年 10 月 1 日現在の外国人登録人口のデータが公表されている東京都につ




げると，千代田区 67％，港区 50％，渋谷区 49％，新宿区 44％，豊島区・中野
区 42％となっている。また，2000 年 10 月 1 日現在の東京都についての同様の
比較では国勢調査結果の方が約 29％少ない。
4）　法務省による 1995 年末・2000 年末・2005 年末についての集計と東京都による



















口の比較結果には，大きな相違がみられる 18 ～ 30 歳だけを掲げた。奈良市
については 2000 年・1995 年・1990 年についても同様の比較を行った。
2005 年の場合，奈良市では 20 歳前後の年齢層において国勢調査が把握し
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た「総人口」が「登録人口」を男女とも上回っており，両者の差は男女とも





























転出 転入 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
2005 年 奈良県 4.1 3.7 -2.5 -0.9 ― 18-20 ― 19 ― 3.5
奈良市 4.2 3.7 -1.7 -0.1 18-22 18-22 20 20 6.9 18.5
その他の市 4.1 3.8 -2.3 -0.9 ― 18-19 ― 19 ― 1.0
大和高田市 4.1 3.4 -4.1 -2.4 ― 18-19 ― 18 ― 1.9
大和郡山市 4.0 3.4 -3.1 -1.5 ― 18 ― 18 ― 0.4
天理市 5.2 4.7 1.1 1.4 18-22 18-21 20 19 15.3 11.4
橿原市 3.8 3.5 -1.2 -0.3 18 19 18 18-21 1.1 6.6
桜井市 3.3 3.0 -3.1 -1.3 ― ― ― ― ― ―
五條市 2.5 2.0 -4.1 -2.3 ― 18 ― 18 ― 2.3
御所市 2.9 2.3 -3.1 -0.7 ― ― ― ― ― ―
生駒市 4.6 5.0 -2.1 -0.4 18 ― 18 ― 1.5 ―
香芝市 4.6 4.8 -2.1 -0.1 18 19-20 18 20 0.3 3.6
葛城市 4.1 4.1 -2.8 -1.3 ― 19-20 ― 19 ― 3.4
郡部 3.9 3.5 -3.5 -1.9 ― ― ― ― ― ―
2000 年3）奈良市 ― ― -0.5 15 － 24 20 － 24 3.0
1995 年3）奈良市 ― ― -0.5 15 － 24 15 － 19 2.0





















人口データは 1994 年以降毎年 3 月 31 日時点のものが公表されており，東京
都のすべての特別区・市の性別年齢別住民基本台帳人口データは毎年 1 月 1
日時点のものも公表されている。しかし，国勢調査と同時点の 2005 年 10 月
1 日現在の年齢別住民基本台帳人口データは東京都の一部の特別区・市につ
いては入手できなかったので，1 月 1 日時点あるいは 3 月 31 日時点の性別
年齢別住民基本台帳人口データで代用できるかどうかを検討しておく必要が
ある。そこで 2005 年 10 月 1 日と 2006 年 1 月 1 日および同年 3 月 31 日の間
に生じる変動がどの程度のものかをみてみよう。変動をもたらす主な要因
は，各時点間の 3 か月間ないし 6 カ月間に全体の約 4 分の 1 ないし約 2 分の
1 の満年齢が 1 歳上昇することを別にすれば，出生者・死亡者・転入者・転
出者の発生であると考えられる。そこでこれら 3 時点の前後の期間に相当す
る 2005 年 9 月～ 2006 年 4 月について出生者・死亡者・転入者・転出者など
の発生状況をみてみよう（表 4－1）。このうち出生者数は 0 歳の人口だけの




は 2005 年 9 月～ 2006 年 2 月には各月とも比較的低い水準で推移しているが，
就職・進学に伴う 20 歳前後の年齢層の転居が多いと考えられる 2006 年 3 月，
4 月の移動数はそれぞれ他の月の 2 ～ 3 倍に達している1）。なお，各月とも
男性の移動数が女性よりも多い。そこで 2005 年 10 月～ 12 月の 3 か月間に
限定すると，転入者数・転出者数の「住民基本台帳人口」総数に対する比率
はそれぞれ 2％を超えない程度のものとなる。したがって，10 月 1 日現在の




自然動態 他府県からの転入 都内間移動 その他 1） 他府県への転出
出生 死亡 男 女 男 女 男 女 男 女
2005 年 9 月 8382 6820 14875 12465 15499 13536 1750 1430 13113 10780
10 月 8374 7268 16039 13173 16148 14078 1748 1341 14545 12088
11 月 7971 7927 14115 12008 15910 14816 1541 1232 12172 10215
12 月 7704 7837 13840 11792 16576 15774 1457 1255 12298 10465
2006 年 1 月 8808 10214 13795 11338 13468 12203 1802 1372 11621 9203
2 月 7857 8161 14918 12528 16306 14540 1611 1222 13285 10607
3 月 8481 8515 46662 40915 29637 27898 2966 2708 30277 25094








いる。2005 年調査と 2000 年調査を比べると，区部では「国勢調査人口」の「住
民基本台帳人口」に対する下回り幅が拡大しており，市部では上回り幅は縮




用している可能性がある2）。なお，1990 年の市部・2000 年の区部を除いて 1
人世帯が多い男性の方が女性よりも両データの差は大きい。
（各年 10 月 1 日現在）（単位：差は人、差率は％）
地域 特別区部 市部
差 1） 差率 2） 差 1） 差率 2）
年次 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
1990 年 -26178 -28589 -0.7 -0.7 -14950 -25388 -0.8 -1.5
1995 年 -42031 -33117 -1.1 -0.8 21499 11677 1.2 0.6
2000 年 -16444 -28480 -0.4 -0.7 25815 14458 1.4 0.8





また，表 4－3 は表 4－2 のうち 2005 年 10 月時点の両データの相違を東京
都の各市区別に細分して示したものである。市区によって両データの大小関
係がかなり異なっていることがわかる。区部では文京区（男性の差 3.8％）・




性の差 6.4％，女性の差 6.0％）・台東区（女性の差 3.7％），三鷹市（男性の
差 4.7％，女性の差 3.3％）などにおいてみられる。
つぎに両データを年齢別に細分して比較してみよう。2005 年 10 月 1 日現
在の両データによる年齢別人口の対比は 23 の特別区のうち 15 区について可
能である（表 4－4）。ただし，この時点の年齢別外国人登録人口は各区とも
入手できなかった。このうち目黒区分は同年 9 月 30 日現在のデータである
が，10 月 1 日 0 時現在で実施された国勢調査結果と実質的に同時点のデー
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表 4－3　「住民基本台帳人口」と国勢調査による「日本人人口」の差率 1）
2005 年 10 月 1 日現在　　　　　　　（単位　％）
地域 男 女 地域 男 女
東京都 -0.5 -0.6 市　　部 0.8 0.3
区　　部 -1.1 -1.0 八王子市 3.4 1.5
千代田区 -6.4 -6.0 立川市 0.2 0.7
中央区 -0.3 -3.0 武蔵野市 1.9 1.9
港区 1.5 -0.3 三鷹市 -4.7 -3.3
新宿区 3.8 4.5 青梅市 0.8 1.1
文京区 3.8 2.0 府中市 2.9 0.7
台東区 -2.0 -3.7 昭島市 -0.9 -0.7
墨田区 0.1 0.0 調布市 2.9 0.9
江東区 -1.5 -0.6 町田市 -1.1 -0.5
品川区 1.4 1.0 小金井市 0.2 -1.1
目黒区 -2.2 -1.7 小平市 2.2 2.2
大田区 -0.3 -2.0 日野市 3.8 2.0
世田谷区 -0.4 -0.4 東村山市 -1.9 -0.9
渋谷区 -0.2 -1.9 国分寺市 -0.3 0.2
中野区 2.3 1.9 国立市 -0.2 -1.9
杉並区 -0.4 -0.4 福生市 0.1 0.0
豊島区 -6.4 -4.0 狛江市 2.3 1.0
北区 1.6 1.0 東大和市 -2.3 -1.9
荒川区 1.8 1.6 清瀬市 0.6 0.3
板橋区 -2.3 -1.9 東久留米市 -0.9 -0.1
練馬区 -7.0 -4.3 武蔵村山市 -2.3 -1.6
足立区 -3.2 -2.6 多摩市 2.5 1.5
葛飾区 -2.8 -2.1 稲城市 -0.1 0.4
江戸川区 0.3 -0.1 羽村市 0.7 -1.2
郡　　部 -2.2 -2.0 あきる野市 -1.6 -1.0
島　　部 -1.0 -4.1 西東京市 0.3 0.2
1）差率＝（「国勢調査日本人人口」－「住民基本台帳人口」）／「住民基本台帳人口」
タとみなした。年齢別人口の比較結果の表示は，他の年齢層よりも大きな差
が予想される 18 歳～ 30 歳に限定した（以下の各表も同じ）。ほとんどの区
の 20 歳前後の年齢層において国勢調査による「日本人人口」が「住民基本
台帳人口」を男女とも大幅に上回っている。上回り率が最も大きい年齢は，
男性では新宿区の 20 歳（差は約 43％，676 人），女性でも新宿区の 19 歳（同
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約 43％，572 人）である。7 区では男性の差の方が大きく，8 区では女性の
差の方が大きい。
なお，この後で検討する 10 月 1 日現在の住民基本台帳人口のデータが入
手できない市・区についての比較の代用とするために 2006 年 1 月 1 日現在





























男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
東京都区部 除外 -1.1 -1.0 ― ― ― ― ― ― -1.2 -1.1
中央区 除外 -0.3 -3.0 24-28 22-34 24 26 9.1 6.1 -1.9 -4.5
港区 除外 1.5 -0.3 18-19 19,21,22 24 21 3.8 5.0 0.5 -1.2
新宿区 除外 3.8 4.5 18-25 18-30 20 19 43.4 42.7 3.7 4.7
台東区 除外 -2.0 -3.7 18-21 18-19 19 18 9.8 1.4 -2.1 -3.9
墨田区 除外 0.1 0.0 18-25 18-23 19 19 5.7 5.8 -0.1 -0.1
品川区 除外 1.4 1.0 18-30 18-30 21 21 11.7 12.5 1.3 0.8
目黒区 除外 -2.2 -1.7 18-22 18-21 19 19 14.1 18.4 -2.2 -1.6
世田谷区 除外 -0.4 -0.4 18-22 18-22 19 19 36.4 22.6 -0.5 -0.4
渋谷区 除外 -0.2 -1.9 18-24 18-22 19 19 20.0 17.1 -0.3 -2.0
中野区 除外 2.3 1.9 18-30 18-30 19 19 25.1 24.6 2.3 2.1
杉並区 除外 -0.4 -0.4 18-23 18-22 19 19 33.1 31.1 -0.5 -0.6
荒川区 除外 1.8 1.6 18-22 18-24 20 20 8.0 11.1 2.2 1.7
板橋区 除外 -2.3 -1.9 18-22 18-21 19 19 15.7 26.8 -2.4 -2.0
葛飾区 除外 -2.8 -2.1 19-20 19-20 20 19 1.5 2.5 -2.7 -2.2




表 4－4　国勢調査人口と登録人口の比較：東京都区部　2005 年 10 月・2006 年 1 月
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2005 年 10 月 1 日現在の年齢別住民基本台帳人口データが入手できなかっ
た 8 区については，国勢調査による「日本人人口」を 2006 年 1 月 1 日現在
の年齢別「住民基本台帳人口」と対比した（表 4－5）。すでに述べたように
各歳別人口の約 4 分の 1 が 3 ヶ月後には 1 歳上の年齢に移動していることや
転入出者の 3 ヶ月間における発生などの問題があるので，厳密な比較ではな
い。江東区・足立区を除いて 20 歳前後の年齢層において表 4－4 と同様な国
勢調査人口の住民基本台帳人口に対する大きな上回りが認められる。上回り




















男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
千代田区 除外 -7.1 -6.6 18-20 18-22 18 20 14.5 37.1
文 京 区 除外 3.3 1.7 18-30 18-26 20 20 50.1 40.5
江 東 区 除外 0.0 0.0 18-21,25 18,19,21-23,25,30 18 19 0.1 0.1
大 田 区 除外 -0.3 -2.0 18-25 18-22 19 19 12.0 9.7
豊 島 区 除外 -6.6 -4.0 18-22 18-22 20 19 24.4 35.9
北 区 除外 1.9 1.1 18-30 18-27,29,30 20 20 23.3 21.7
練 馬 区 除外 -7.0 -4.4 18-20 18-20 18 19 4.6 9.5




表 4－5　2005 年国勢調査人口と 2006 年 1 月現在の住民基本台帳人口との比較
つぎに東京都所在の市について表 4－4 と同様の方法で両データを比較す
る（表 4－6）。八王子市など 8 市について 2005 年 10 月 1 日現在という同一
時点での両データの比較が可能である。このうち八王子市分は同年 9 月 30
日現在のデータであるが，10 月 1 日 0 時現在で実施された国勢調査結果と
実質的に同時点のものとみなした。全市とも「年齢計」の相違は男女とも 4％





68％，2979 人），小金井市の 19 歳（同約 68％，442 人），女性では武蔵野市






2005 年 10 月 2006 年 1 月








て い る 18

















男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
東京都・市部計 除外 0.8 0.3 ― ― ― ― ― ― 0.7 0.2
八王子市 除外 3.4 1.5 18-23 18-23 19 19 67.6 38.7 3.3 1.4
武蔵野市 除外 1.9 1.9 18-28 18-29 19 19 38.0 58.0 1.5 1.6
町田市　 除外 -1.1 -0.5 18-23 18-22 19 19 25.1 24.4 -1.3 -0.7
小金井市 合算 3.4 0.6 18-23 18-22 19 19 67.6 52.0 ― ―
福生市　 除外 0.9 3.3 21-22 22 21 22 0.1 0.0 0.2 0.1
清瀬市　 除外 0.6 0.3 18-23 18-22 20 19 21.2 22.9 0.5 0.2
多摩市　 除外 2.5 1.5 18-24 18-23 19 19 36.1 24.8 2.5 1.5




表 4－6　国勢調査人口と登録人口の比較：東京都市部　2005 年 10 月
2005 年 10 月 1 日現在の年齢別住民基本台帳人口データが入手できなかっ
た 16 市については，表 4－5 と同様に国勢調査による「日本人人口」を
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8 は 2000 年に実施された国勢調査による「日本人人口」と同時点（同年 9
月 30 日ないし 10 月 1 日現在）の「住民基本台帳人口」を対比したものであ




2）　2005 年調査の「年齢不詳」は 2000 年調査と比べて区部の男性では 5.2 万人，女
性では 4.3 万人，市部の男性では 1.1 万人，女性では 0.7 万人それぞれ増加して






























男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
札幌市 除外 -0.4 0.8 18-22 18-22 19 19 19.9 20.5
仙台市 除外 1.2 0.9 18-24 18-24 19 19 38.9 36.7
さいたま市 合算 -0.8 -0.8 18-25 18-24 19 19 10.4 5.1
千葉市 合算 0.2 0.4 18-22 18-22 20 19 15.1 10.3
横浜市 合算 -0.6 -0.6 18-22 18-21 19 19 12.0 6.8
川崎市 合算 1.0 0.4 18-28 18-24 20 19 25.3 17.7
新潟市 除外 -0.1 0.5 18-21 18-24 19 19 13.0 16.5
静岡市 除外 -1.4 -0.7 ― ― ― ― 3.3 0.6
浜松市 除外 -1.1 -0.9 ― ― ― ― ― ―
名古屋市 合算 0.8 0.3 15-24 15-24 15-19 15-19 5.6 3.9
京都市 除外 1.7 2.5 15-24 15-24 20-24 20-24 29.2 27.3
大阪市 合算 ― ― ― ― ― ― ― ―
堺市 合算 -1.8 -0.8 19 ― 19 ― 0.6 ―
岡山市 除外 0.7 0.9 18-23 18-23 19 19 21.3 18.1
広島市 除外 -1.1 -0.4 18-20 18-20 19 19 7.8 6.2
北九州市 除外 -1.8 -0.2 18-19 18-19 18 19 3.2 2.4
福岡市 除外 1.8 1.3 18-24 18-24 19 19 55.2 43.3
1）政令指定都市となった時期は、静岡市 2005 年 4 月、堺市 2006 年 4 月、新潟市・
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表 5－1 は，政令指定都市のうち 15 市（107 行政区）の 2005 年調査の結
果について「年齢計」における両データの間の相違および相違が最も大きい
年齢層とその年齢層についての相違が最も大きい行政区（およびその年齢
など）を示したものである。このうち 9 市は同年 9 月 30 日現在のデータで

























男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
札幌市 10 中央区 中央区 19-22 18-30 19 19 40.1 73.6
仙台市 5 青葉区 青葉区 19-24 18-24 19 19 61.1 62.6
さいたま市 10 桜区 緑区 19-23 18,20 19 18 59.5 2.4
千葉市 6 中央区 中央区 18-22 18-22 20 19 33.9 28.2
横浜市 18 神奈川区 青葉区 18-23 18-21 20 19 49.4 17.0
川崎市 7 多摩区 多摩区 18-27 18-27 20 19 76.4 47.4
名古屋市 16 昭和区 昭和区 15-24 15-24 20-24 15-19 44.8 19.6
大阪市 24 北区 北区 15-24 15-24 15-19 15-19 28.5 26.9
広島市 8 中区 南区 18-19 18-24 19 20 8.5 10.3
北九州市 7 なし 小倉北区 ― 18-22 ― 19 ― 24.5
福岡市 7 城南区 城南区 18-25 18-23 19 19 124.6 87.2
1）政令指定都市となった時期は，静岡市 2005 年 4 月，堺市 2006 年 4 月，新潟市・

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































つぎに 2000 年以前の国勢調査実施時点について同様の比較を行う。表 5
－3 は，政令指定都市のうち 2000 年国勢調査実施時点の両データが入手で
きた 12 市（87 行政区）について比較した結果である。2005 年国勢調査実施
時点についての表 5－1 とほぼ同様の傾向が認められる。






















男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
仙台市 除外 1.5 1.4 18-22 18-20 19 19 31.7 15.9
千葉市2） 合算 0.4 0.2 18-22 18-22 19 19 6.8 7.8
横浜市2） 合算 -1.0 -0.7 18-21 18-20 19 19 6.2 5.2
京都市3） 除外 1.3 1.7 15-24 15-24 20-24 15-19 17.4 12.6
広島市4） 除外 1.3 1.8 18-24 18-24 19 19 28.8 46.1
北九州市 除外 -1.3 -0.4 18-21 18-20 19 19 8.4 9.1








4）広島市の 29 歳では，国勢調査人口の下回り率が男性で 51％，女性で 34％となっ
ている。
表 5－4　国勢調査人口と住民基本台帳人口の比較：政令指定都市 1995 年
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  最後に政令指定都市に準ずる人口規模の都市について両データを比較し
てみよう。表 5－5 は，2005 年国勢調査結果における総人口が概ね 40 万人
以上の都市のうち 2005 年 10 月の「住民基本台帳人口」が入手できた 10 市
について両データを比較した結果である5）。遠隔地出身の学生数が多い大学
が立地していないと思われる姫路市・尼崎市・横須賀市・川口市以外の都市
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都市 国勢調査 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
神奈川県相模原市 628,698 除外 0.7 1.5 18-26 18-24 20 19 25.8 26.2
千葉県船橋市 569,835 除外 -1.6 -1.1 18-22 18-21 19 19 17.7 4.8
大阪府東大阪市 513,821 合算 -0.7 0.4 18-22 18-22 20 19 24.3 12.7
兵庫県姫路市 482,304 除外 -1.3 -0.8 ― ― ― ― ― ―
埼玉県川口市 480,079 除外 -1.4 0.3 18-20 18-19 19 19 4.9 1.2
千葉県市川市 466,608 合算 0.0 0.1 18-21 18-21 19 19 12.9 8.6
兵庫県尼崎市 462,647 除外 -3.8 -2.0 18-19 18-21 19 20 2.5 3.3
神奈川県横須賀市 426,178 除外 -2.8 -2.3 18 ― 18 ― 0.3 ―
大阪府枚方市 404,044 除外 -2.0 -0.2 18-22 18-22 19 19 13.8 34.9













福岡市城南区の 19 歳男性の約 125％（差は 1228 人）が最も大きい。横浜市では








































仙台市では約 1.4 万人，札幌市約 1.2 万人などと推定される。
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